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最先端技術を活用した、自治体の避難勧告等の発令支援システムの開発に参加
するモデル自治体の選定結果が発表されました。
岡山河川事務所及び高梁川・小田川緊急治水対策河川事務所では、選定された
高梁市に対し、水位情報等の提供などの協力を行っていきます。

高梁市で避難支援システムの開発が始まります
～SIP市町村災害対応統合システム開発グループにおいて選定結果発表～

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第２期課題「国家レジリエンス（防災・減災）
の強化」では、「市町村災害対応統合システム開発」に取り組んでおり、現在、モデル自治体と
して、常総市、東峰村、足立区において先行的に取組が進められています。
この取組では、最先端のAI・IoT 技術を活用し、地区・校区等の小エリア単位で、かつ的確に
避難勧告等の発令に必要な情報を市町村へ提供するシステムの構築を目指しています。
この度、SIP 市町村災害対応統合システム開発グループにおいて、令和２年度よりプロトタイ
プの実証実験を行うため、新たにモデル自治体が公募され、岡山県内では高梁市が選定されまし
た。
岡山河川事務所及び高梁川・小田川緊急治水対策河川事務所では、新たに選定された高梁市と
も連携し、水位情報等の提供や技術的助言などの協力を行っていきます。

今回選定されたモデル自治体（４自治体）と関係事務所

岡山県 高梁市 ・・・ 中国地方整備局 岡山河川事務所、
高梁川・小田川緊急治水対策河川事務所

千葉県 香取市 ・・・ 関東地方整備局 利根川下流河川事務所
京都府 舞鶴市 ・・・ 近畿地方整備局 福知山河川国道事務所
兵庫県 加古川市 ・・・ 近畿地方整備局 姫路河川国道事務所

国家レジリエンス（防災・減災）の強化についてはこちら

http://www.nied-sip2.bosai.go.jp/index.html

VII. 市町村災害対応統合システム開発 についてはこちら

http://www.nied-sip2.bosai.go.jp/research-and-development/theme_7.html

戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ：エスアイピー）についてはこちら

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/index.html
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避難判断・訓練支援等市町村災害対応統合システム開発

実証実験について

１．概要

本実証実験は戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）第 2期「国家レジリエンス（防災・減
災）の強化」テーマⅦにおける「市町村災害対応統合システム開発」を目指したプロジェクトの一環

で実施するものです。

★戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ：エスアイピー）についてはこちら

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/index.html
  ★国家レジリエンス（防災・減災）の強化についてはこちら

http://www.nied-sip2.bosai.go.jp/index.html
  ★VII. 市町村災害対応統合システム開発 についてはこちら

http://www.nied-sip2.bosai.go.jp/research-and-development/theme_7.html
災害時に大量の災害情報が発生する中で、避難勧告等を発令する市町村長が、信頼性の高いエビデン

スに基づいた情報により適切な指示を行うことをサポートするＡＩ技術を活用した災害対応統合シ

ステムの全国１７００自治体への提供を目指し、今年の出水期より、複数の市区町村で実証実験を実

施します。

実証実験では、開発途上の統合システムについて、災害の発生前、あるいは災害発生の恐れがある時

に、市区町村の具体的な対応状況との関係性や、統合システムを活用するユーザーのニーズとの適合

性を把握することなどを通じて、統合システムの改良・実用化や社会実装に向けての必要なデータ・

知見の収集及び検証を行う予定です。

２．年度工程

実証実験はシステムのプロトタイプ開発の進捗に合わせ、以下の３段階で進めます。

2020年度 【フェーズ１】プロトタイプ現地適用研究

2021年度 【フェーズ２】システムの改良・高度化

2022年度 【フェーズ３】社会実装時に向けた適用・検証

2023年度以降 運営主体によるシステム運用開始

３．今回新たに選定したモデル自治体（４自治体）

①  千葉県 香取市

②  京都府 舞鶴市

③  兵庫県 加古川市

④  岡山県 高梁市

※実施中のモデル自治体：（平成 31年度より）茨城県常総市、福岡県朝倉郡東峰村
(令和 2年度より）東京都足立区
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